声明
　高市政権の憲法改悪、大軍拡の暴走を許さない国民的な大運動を！
―総選挙結果と施政方針演説を受けて

高市早苗首相は20日、衆参両院の本会議で就任後初の施政方針演説を行った。高市首相は「成長スイッチ押して、押して、押して」と、衆院選で得た国民の「信任」をもとに「力強い経済政策と力強い外交・安全保障政策を進める」とし、「政策のあり方を根本的に転換する」と宣言した。そして、自民党が単独で3分の2超の議席を得た衆院選について「『重要な政策転換を何としてもやり抜いていけ』。国民から力強く背中を押していただけた」と主張し、国内投資の促進に向けて「責任ある積極財政」に取り組むと強調した。
　憲法改正については、「憲法改正に関し、衆議院及び参議院に設置された憲法審査会において、党派を超えた建設的な議論が加速するとともに、最終的に判断を行う国民の皆様の間でもこれまで以上に積極的な議論が深まり、国会における発議が早期に実現されることを期待します」と改憲発議の早期実現を求めている。
　しかし、大軍拡、軍事費の大増額を推し進め、3分の2を超える議席を持つ数の力で改憲を強行しようとすることは「戦争する国家づくり」に向けた数の暴挙であり、極めて危険で断じて許されない。そもそも総選挙は国民に改憲を問うた選挙ではなかったし、国民は改憲を望んではいない。朝日新聞の世論調査(14・15日)によると、調査高市内閣に一番力を入れてほしい政策について、「物価高対策」が51.8%で、「憲法改正」は5%にすぎない。
　安全保障分野では、「主体的に防衛力の抜本的強化を進めることが必要だ」と述べ、防衛費増額を視野に入れる安保関連3文書の前倒し改定を改めて表明し、大軍拡をいっそう推し進めようとしている。さらに、殺傷武器の輸出を原則解禁する「防衛装備移転三原則」の運用指針見直しへの理解を求め、インテリジェンス（情報の収集・分析）の司令塔機能強化のための組織再編にも意欲を示すなど、戦争する国家づくりを加速させようとしている。
　しかも、首相は、政策転換の本丸として、持論の「責任ある積極財政」を位置づけ、「過度な緊縮志向、未来への投資不足の流れを断ち切る」と国内投資促進を主張。大量の国債発行などにより、経済安全保障の名による軍事への投資や特定大企業支援を推進する「危機管理投資」などを揚げている。
その一方で、消費税減税について国民会議での議論を先行させるとして国会での議論を軽視する態度を示し、財界が求める「裁量労働制の見直し」を進めることを表明した。
　このように与党多数を背景に、「強い日本」を繰り返し、国民の暮らし置き去りの大企業へのばら撒きや米国いいなりの大軍拡を推進し、改憲発議実現を推進するという施政方針演説と言わざるを得ない。
総選挙結果、自民党は比例区での自民党の絶対得票率2割で8割の議席を得たが、小選挙区制ならでの特徴であり、必ずしも国民が全面的に支持したわけでなく、ましてや白紙委任はしていない。朝日新聞の世論調査(14・15日)では、自民圧勝のもと、高市首相は国民の間で賛否が分かれる政策をどう進めるのがよいかの問いに、「慎重に進めるほうがよい」が63％で、「積極的に進めるほうがよい」30％を大きく上回った。
　そして、全国各地から「総選挙後、街頭激変！若い女性が次々憲法署名に、途切れなく対話はずむ」(埼玉)等の報告が相次いでいる。22日の市民連合が呼びかけた「市民と野党の共同アクション」(東京・有楽町)には、いてもたってもいられない会場いっぱいの1000人の参加者で埋め尽くされた。憲法会議には「できるところで改憲に反対したい」と憲法ポスター・パンフレットの注文が相次いでいる。今、憲法の危機に新しい仲間も含め、市民が立ち上がってきており、市民と野党の共同の新しい構築が始まっている。
　憲法会議は、最大の危機に直面している高市政権の改憲、そして強権・暴走政治を市民の力で、市民と野党が力を合わせてくい止めることを強く呼びかける。
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